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1. 令和6年3月期第2四半期の連結業績（令和5年4月1日～令和5年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

6年3月期第2四半期 10,640 △6.4 423 68.7 649 30.1 416 46.6

5年3月期第2四半期 11,363 8.8 251 64.1 498 73.2 284 89.5

（注）包括利益 6年3月期第2四半期　　958百万円 （146.6％） 5年3月期第2四半期　　388百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

6年3月期第2四半期 20.79 ―

5年3月期第2四半期 13.48 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

6年3月期第2四半期 30,660 21,339 69.6 1,064.84

5年3月期 30,235 20,627 68.2 1,030.69

（参考）自己資本 6年3月期第2四半期 21,339百万円 5年3月期 20,627百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

5年3月期 ― 0.00 ― 13.00 13.00

6年3月期 ― 0.00

6年3月期（予想） ― 13.00 13.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 令和 6年 3月期の連結業績予想（令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 23,000 △3.8 900 15.5 1,100 9.0 550 4.4 27.46

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 6年3月期2Q 29,346,400 株 5年3月期 29,346,400 株

② 期末自己株式数 6年3月期2Q 9,306,701 株 5年3月期 9,333,440 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 6年3月期2Q 20,024,378 株 5年3月期2Q 21,065,471 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、四半期決算短信【添付資料】Ｐ．２「（３）連結業績予想などの将来予測情
報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症が５類に移行した後、社会経済

活動の正常化が一段と進み、景気は緩やかに回復してきました。一方、長期化するロシア・ウクライナ情勢によ

り、資源価格やエネルギー価格の高騰が続き、世界経済は依然として先行き不透明な状況が続いております。

　この間、国内建設業界においては、国土強靭化の基本方針に沿った施策が進められ、関連する公共投資は底堅

く推移したものの、建設資材価格の高騰や労務費の高騰に加え、建設業従事者の高齢化と人材確保の問題などに

より、受注環境は引き続き厳しい状況にあります。

　かかる中、当社グループは、新たに中期経営計画(2023年度～2025年度)を策定して、具体的な施策①「技術の

伝承と生産性向上」、②「社内業務・社内システムの見直しによる働き方改革の推進」を、全社挙げて取り組ん

でいます。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績としては、首都圏エリアでの電力関連工事が終息を迎えたことか

ら、売上高106億40百万円（前年同四半期比７億23百万円減）となりました。一方、米国現地法人JAFEC USA,Inc.

においては、LNG精製プラント基地の地盤改良試験施工の着手により大幅に赤字額が圧縮され、連結経常利益は６

億49百万円（前年同四半期比１億51百万円増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億16百万円（前年同四

半期比１億32百万円増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末の総資産の残高は、前連結会計年度末に比べて４億25百万円増加し、306億60百万

円となりました。その主な要因といたしまして、受取手形・完成工事未収入金等が減少しましたが、現金預金およ

び投資有価証券が増加したこと等によるものです。

（負債）

　負債の残高は、前連結会計年度末に比べて２億87百万円減少し、93億21百万円となりました。その主な要因とい

たしまして、支払手形・工事未払金等が減少したこと等によります。

（純資産）

　純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて７億12百万円増加し、213億39百万円となりました。その主な要因

といたしまして、利益剰余金およびその他有価証券評価差額金が増加したこと等によるものであります。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は69.6％となり、前連結会計年度末と比べて1.4ポイン

トの上昇となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　現時点においては、令和５年５月12日に公表いたしました通期の業績予想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和５年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和５年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,806,553 6,338,021

受取手形・完成工事未収入金等 7,049,186 5,396,522

有価証券 402,175 407,729

未成工事支出金 315,455 290,318

材料貯蔵品 96,436 75,503

その他 69,438 178,963

貸倒引当金 △10,000 △7,000

流動資産合計 13,729,247 12,680,059

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 4,146,075 4,089,208

土地 4,435,422 4,435,422

建設仮勘定 － 28,050

その他（純額） 2,746,563 2,996,726

有形固定資産合計 11,328,061 11,549,408

無形固定資産 329,066 309,158

投資その他の資産

投資有価証券 4,411,322 5,176,086

その他 465,814 972,225

貸倒引当金 △27,585 △26,745

投資その他の資産合計 4,849,551 6,121,566

固定資産合計 16,506,680 17,980,133

資産合計 30,235,927 30,660,192

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,154,969 3,656,624

短期借入金 3,100,000 3,100,000

未払法人税等 227,933 248,265

未成工事受入金 68,530 150,561

完成工事補償引当金 1,000 1,000

賞与引当金 262,100 305,184

工事損失引当金 2,202 －

その他 858,467 751,705

流動負債合計 8,675,203 8,213,340

固定負債

退職給付に係る負債 59,793 45,556

その他 873,673 1,062,177

固定負債合計 933,466 1,107,734

負債合計 9,608,670 9,321,074

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和５年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和５年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,907,978 5,907,978

資本剰余金 5,512,143 5,513,081

利益剰余金 12,861,201 13,017,285

自己株式 △4,447,907 △4,435,184

株主資本合計 19,833,416 20,003,161

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,753,970 2,296,424

土地再評価差額金 △703,294 △703,294

為替換算調整勘定 △167,194 △178,051

退職給付に係る調整累計額 △89,640 △79,120

その他の包括利益累計額合計 793,840 1,335,957

純資産合計 20,627,257 21,339,118

負債純資産合計 30,235,927 30,660,192
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日

　至　令和４年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和５年４月１日
　至　令和５年９月30日)

売上高

完成工事高 11,363,284 10,640,755

売上原価

完成工事原価 9,871,507 8,863,016

売上総利益

完成工事総利益 1,491,777 1,777,738

販売費及び一般管理費 1,240,567 1,353,935

営業利益 251,210 423,803

営業外収益

受取利息 161 263

受取配当金 112,387 114,300

為替差益 122,217 98,112

その他 20,457 19,409

営業外収益合計 255,224 232,085

営業外費用

支払利息 4,430 5,003

支払手数料 2,667 780

その他 406 915

営業外費用合計 7,504 6,698

経常利益 498,929 649,190

特別利益

固定資産売却益 2,215 －

特別利益合計 2,215 －

特別損失

固定資産売却損 967 －

固定資産除却損 54 －

特別損失合計 1,021 －

税金等調整前四半期純利益 500,122 649,190

法人税等 216,091 232,937

四半期純利益 284,031 416,252

親会社株主に帰属する四半期純利益 284,031 416,252

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日

　至　令和４年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和５年４月１日
　至　令和５年９月30日)

四半期純利益 284,031 416,252

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 120,893 542,453

為替換算調整勘定 △14,542 △10,856

退職給付に係る調整額 △1,738 10,520

その他の包括利益合計 104,613 542,116

四半期包括利益 388,644 958,369

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 388,644 958,369

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日

　至　令和４年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和５年４月１日
　至　令和５年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 500,122 649,190

減価償却費 463,468 466,464

貸倒引当金の増減額（△は減少） 178 △3,840

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,418 921

賞与引当金の増減額（△は減少） △270,000 43,084

工事損失引当金の増減額（△は減少） △19,540 △2,202

受取利息及び受取配当金 △112,549 △114,563

支払利息 4,430 5,003

為替差損益（△は益） △139,548 △115,182

固定資産除却損 54 16

売上債権の増減額（△は増加） △1,611,893 1,707,429

未成工事支出金の増減額（△は増加） 23,105 33,797

棚卸資産の増減額（△は増加） 2,137 21,580

仕入債務の増減額（△は減少） 405,050 △505,049

未成工事受入金の増減額（△は減少） 124,240 81,727

その他 △259,203 △93,472

小計 △887,527 2,174,903

法人税等の還付額 2,246 574

法人税等の支払額 △238,598 △180,239

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,123,879 1,995,238

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △41,212 △21,212

定期預金の払戻による収入 41,212 21,212

長期性預金の預入による支出 － △500,000

有形固定資産の取得による支出 △424,243 △784,210

有形固定資産の売却による収入 13,745 380

有形固定資産の除却による支出 △372 －

無形固定資産の取得による支出 △108,069 △13,825

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △11,158 △11,656

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入
542 420

貸付けによる支出 △2,500 △2,300

貸付金の回収による収入 13,886 11,452

利息及び配当金の受取額 112,569 114,453

投資活動によるキャッシュ・フロー △405,598 △1,185,286

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日

　至　令和４年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和５年４月１日
　至　令和５年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △36,135 △56,187

自己株式の取得による支出 △312,193 △259

自己株式取得のための預託金の増減額（△は増

加）
325,044 －

配当金の支払額 △274,732 △262,083

利息の支払額 △3,740 △4,061

財務活動によるキャッシュ・フロー △301,757 △322,591

現金及び現金同等物に係る換算差額 60,780 42,879

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,770,454 530,239

現金及び現金同等物の期首残高 5,947,319 5,752,070

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,176,864 6,282,309
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

  該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　税金費用の計算については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によって

おります。ただし、見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方法

によっております。
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